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平成23年度 長野県公共図書館概況調査票 記入要領 

０ 入力にあたっての注意事項 

 ① 太枠内に入力をしてください。（数字・記号は半角で入力） 

 ② 該当しないものはそのまま空欄にしてください。ただし、サービス等を行っているにも関わ 

   らず、実績が無かった場合は「０（ゼロ）」を必ず記入してください。数値または実績があるが不明の 

場合は「－（ハイフン）」を必ず記入してください。 

 ③ 選択肢がある場合は、該当する数字を記入（入力）してください。複数選択する場合は、 

必ず「，（コンマ）」で区切ってください。 

 ④入力していただいたデータは機械処理でそのまま概況へ反映されます。 

同時に調査を行う日本図書館協会の公共図書館調査票と同じ設問に対しては、必ず回答が同じに

なるようにしてください。 

 

１ 基本情報 

① 図書館名は条例に定められたものを記入。 

② 実際の所在地が条例に記載されているものと異なる場合は、実際のものを記入。 

③ 電話番号・ＦＡＸは公表されているもので連絡の取れる番号を記入。 

④ 

e-mailは送受信可能なものについて記入。また、職員名簿における公開の可・不可を選択。 

⑤ ＨＰが公開されていればＵＲＬを記入。 

 

２ 開館時間・休館日・貸出条件 

① 年間開館日数及び週開館時間については昨年度実績で記入 

② 開閉館時刻は 24時間表記、「：」で記入（半角）。 

例）午前 9時 30分＝9：30／午後 2時＝14：00 

 ③ 開閉館時刻「その他の日」には、平日と時刻が変わる場合のみ記入する。 

④ 休館日の中で、祝日開館を行っていない館は必ず「その他」の欄に「祝日」と記入する。 

⑤ 蔵書整理期間は今年度の該当期間を記入。予定しているが日にちの決まっていない場合は

「未定」と記入し、予定が無い場合には空欄とする。 

⑥ 図書館協議会については、ある場合は委員人数を記入し、協議会がない場合は空欄とする。 

⑦ 個人貸出の条件は 1 人が１回に貸出できる点数を記入。図書以外の資料も含む場合は合わ

せた数値を記入。 

 

３ 施設・設備・児童サービス 

① 施設形態は独立した建物か否かを記入。独立以外の場合は、併設・複合の相手について、

名称、建物の使用階数をそれぞれ記入。 

② 建物構造は選択して記入。建物の階数については、その施設で図書館部分として併用され

ている階を記入。 

③ 延床面積は図書館施設の専有面積を記入。（小数点 2位以下は四捨五入。） 

④ 図書収容能力は図書館での収容能力数を記入。新たに算出しなければならない場合は、１

ｍにつき 30冊を算出基準とし、1000冊未満は四捨五入。 

⑤ 児童室・コーナーについては、特に仕切りがなくても実質的に機能を果たしていれば「有」

とみなす。 
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⑧ 児童カウンターについては、一般カウンターとは別に児童サービス専用のカウンターがあ

るかないかで選択する。 

⑨ 移動図書館車については、所有している図書館のみ昨年度実績で記入。 

 

４ 財政 

・単位は（千円）で記入。 

・分館がある場合、本館で一括記入する。ただし、分館で別途計上されるものは各々で記入。

その際、同一自治体内で該当項目の計が重複しないよう注意してください。 

① 予算については今年度の数値を記入。 

② 決算については一昨年の数値を記入。 

 

５ 資料 

① 蔵書冊数：図書館で所蔵する図書の総冊数（本館・分館それぞれで自館の冊数を記入）。 

雑誌、視聴覚資料等は含めない。昨年度末 (3月 31日) 現在の数値を記入。 

② うち児童書 ：①の内数で児童書の冊数。 

③ うち外国語 ：①の内数で外国語図書の冊数。 

④ 受入冊数  ：昨年度中に受け入れた図書の総冊数。 

⑤ うち購入冊数：④の内数で購入した図書の冊数。 

⑥ うち児童書 ：④の内数で児童書の購入冊数。 

⑦ うち外国語 ：④の内数で外国語図書の購入冊数。 

⑧ 開架冊数  ：①のうち開架にある図書の冊数。 

⑨ 年間除籍冊数：昨年度中に除籍した図書の冊数。 

⑩ 年間受入雑誌：昨年度中に受け入れた雑誌の総タイトル数。 

⑪ 年間受入新聞：昨年度中に受け入れた新聞の総タイトル数。 

 

６ 職員 

 今年度 4月 1日現在の数。ただし、分館において本館の図書館長が館長を兼ねる場合は、分

館の職員数に計上しない。 

① 専 任：地方公務員法第 17条の一般職。給与が支給される者。いわゆる正職員。 

② 兼 任：上記一般職で、図書館以外の職務が本務である者。 

③ 非常勤：地方公務員法第 3条 3項 3号の職員など報酬が支給される者。嘱託職員を含む。 

④ 臨 時：地方公務員法第 22条 2項、5項の職員など賃金が支給される者。いわゆるパート、 

アルバイトはここに含む。 

⑤ 委託・派遣：委託契約や派遣契約に基づいて図書館に配置され業務を行う者。その業務内

容が清掃、設備管理、警備などが主である者は除く。指定管理者の職員はここに記入する。 

⑥ 司書・司書補：図書館法第 4条に定める資格を有する者をいい、司書的な業務に従事して 

 いても資格がなければ「司書・司書補以外」として扱う。 

 ※「司書教諭」はここに含まない。 
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７ 調査相談・複写・その他 

① 昨年度実績でそれぞれ該当件数を記入。 

② 複写サービスの枚数には事務用は含まない。 

③ 「複写機操作者」の項目以下は該当番号を記入。 

④ ボランティア受入については複数回答可。その他の場合は内容を記入する。 

 

８ 貸出 

① 登録者は、昨年度末（3月 31日）現在で登録している人数で、自動車図書館分も含む。 

新規登録者のみではない。「団体登録者数」は含まない。 

② 貸出冊数は昨年度実績を記入する。団体への貸出冊数は含まない。 

③ 団体貸出冊数は、昨年度内に登録団体へ貸出を行った冊数を記入する。貸出したままで期

限を更新したものは積算しない。ここの数字は個人貸出冊数には含めない。 

④ 団体数は、登録団体のうち昨年度内に貸出のあった団体数を記入。延べ数ではない。 

 

９ 相互貸借・予約・障害者サービス 

① 昨年度実績でそれぞれの該当数を記入。 

② 相互貸借の貸出点数は、他自治体、他機関からの申込を受けて貸出した資料数。借受点数

は、各都道府県及び他自治体、他機関から借受けた資料数。いずれも同一自治体内での貸

借は含めない。 

③ 「ネット予約」の項目には、ホームページからの予約受付を行っている館は昨年度中の受

付件数を記入する。 

④ 施設・設備、活動内容については複数回答可。該当番号を記入し、記載項目以外のものが

あれば「10（その他）」を記入した上で、具体的な設備を別欄に記入する。 

⑤ 資料数については、昨年度実績でそれぞれの該当タイトル数を記入。 

 

１０ 図書館コンピュータシステム等 

① 図書館システムが導入されている場合は、該当箇所に記入する。「業務ソフト」の項目には 

  各館で使用している図書館業務ソフト名を、「製作社名」には業務ソフトの製作社名を記入 

する。 

② 利用者向け提供サービス中「４ 有料外部DBの利用」を選択した館は、そのDB名も記入する。 

③ インターネット端末台数については、業務用と利用者開放用についてそれぞれ記入する。 

④ その他、該当する番号及び数値を記入。 

⑤ ホームページの項目については、該当する機能に○を記入。「モバイル対応」は、携帯電話

等による閲覧が可能な場合に○を記入。 

⑥ インターネットの接続がない場合は「接続無し」の欄に○を記入。 

 

１１ 図書装備（委託・定価の範囲）の内容 

① 「装備済みで図書購入」については、昨年度実績で記入。 

② 「自館装備分の図書購入」については、コートなどの装備なしで購入する分の図書につい

て、昨年度実績で記入。 

③ 委託費対応については、昨年度実績でそれぞれ該当する箇所に記入。 

④ 装備内容については複数回答可。該当番号を記入する。 
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１２ 視聴覚資料等 

① 所蔵点数は昨年度末（3月３１日）現在の数値を記入。年間受入点数は昨年度中の該当数を

記入。 

② 障害者サービス資料については別項目で調査しているためこの数値からは除いて記入する。 

③ 館内閲覧ブースについては、延べ利用可能数ではなく台数を記入する。 

例）グループ用視聴ブース１台と１人閲覧用２台がある場合＝３台 

 

 

【参考】☆レファレンス統計について☆ 

＜日本図書館協会の見解＞ 

 「公共図書館調査」についての説明において、「現時点では各図書館の自主的判断にまかせてい 

 るが、『レファレンスサービスの概念にゆれが生じている』事態に対し検討していかなければな 

 らないと考えている。」との説明がされている。 

＜統計資料の考え方＞ 

 統計の信頼性を高めるために、県内の図書館が統一的な視野で調査することが望ましいと考え

る。 

   

   ＜レファレンスサービスの統計のとらえ方＞ 

① レファレンス統計としては、事実の調査と文献に関する調査が中心であって、利用

案内に属することは統計から除外する。（利用案内の件数をカウントする場合は前二

者と区別して、別にカウントする。） 

② 内容による区分：事実調査／文献調査／書誌的事項調査／所蔵・所在調査／（利用

案内）等 

③ 受付方法による区分：口頭／電話／文書／メール等 

④ 回答による区分：回答できたもの／できなかったもの 

 

 

 


